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京都大学

エ ネ ル ギ ー 理 工 学 研 究 所

木村 晃彦

講演１．原子力学会事故調査委員会報告書概要
（学会事故調委員会より）

日本原子力学会 2013年 秋の大会
平成25年9月3-5日、八戸工業大学

材料部会セッション「福島第一原発事故に関連する材料諸問題」

福島第一原発事故に関連する材料諸問題
（学会事故調活動報告他）
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「学会事故調」の発足

 国会事故調、政府事故調、更には民間事故調が報告書を取りまとめたが、
これらは広く専門家を集めた検討体制を取っておらず、専門家の知見を
結集した調査・分析が必要と考えられた。（政府事故調の事務局長からも、
この点で日本原子力学会（以下「学会」）への期待が示された。）

 2012年6月22日の学会において、福島第一原子力発電所事故に関連する
課題を調査対象として幅広くカバーし、学会の総力を挙げて専門的視点
からの深い分析を行うため、JCO事故の際の特別な調査委員会発足の例
に倣い、理事会直結の「東京電力福島第一原子力発電所事故に関する
調査委員会」（いわゆる「学会事故調」）の設立を決定。

 委員会は、専門分野に応じて設置され活動を行っている学会内の全部会
並びに関連委員会・連絡会における調査検討結果に基づき審議。委員も、
これら部会・連絡会及び理事会、常設委員会等の推薦者で構成。（現在、
委員数は44名、事務局1名、学生ボランティア1名）

 多大なリソースを投入して作成された国会事故調、政府事故調等の報告
書の情報を最大限に活用し、学会の専門性を生かした深い分析を目指す。
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「学会事故調」の目的

 日本原子力学会（以下「学会」）は、原子力の専門家で構成される学

術的な組織の責務として、東京電力福島第一原子力発電所事故とそ

れに伴う原子力災害の実態を科学的・専門的視点から分析し、その

背景と根本原因を明らかにするとともに、原子力安全の確保と継続

的な安全性の向上を達成するための方策及び基本となる安全の考

え方を提言することを目的として、「東京電力福島第一原子力発電所

事故に関する調査委員会」（以下「学会事故調」）を発足させる。

 同時に、学会自らの組織的・社会的な問題点とも向き合い、原子力

災害を防げなかった要因を明らかにして、必要な改革を提言すること

も重要な目的である。

 学会事故調の提言に基づき、学会は原子力界の組織・運営の改革

や原子力安全研究をはじめとするさまざまな活動に反映させるべく働

きかける。

4

「学会事故調」のこれまでの活動

 第1回の委員会を2012年8月21日に開催し検討を開始。月1回程度の頻
度で委員会を開催。委員会終了後は毎回、記者会見を実施。（2013年8
月21日、第15回委員会を開催）

 委員会での議論に先立ち、関連部会等で検討。また、幹事を含めた少人
数のコアグループにおいて随時審議。（これまで34回の会合を開催）

 学会の大会や年会において、進捗状況を報告し学会の会員等と意見交
換を実施。2013年3月27日、学会春の年会の公開セッションにおいて中
間報告 http://www.aesj.or.jp/jikocho/interimreport.pdf

 原子力安全部会が報告書を取りまとめ

⇒ これを踏まえ、事故調でレビュー・修正し、事故調の報告書に取り込み

 事故調は、事故の分析の基盤となる安全の考え方（リスク評価、深層防護、
外部ハザードへの対応、アクシデントマネージメント、原子力防災など）を整
理。環境修復に関する分析と課題を提示。

 事故調として学会自体の課題に取り組む観点で、学会の役員・部会長等の
経験者を対象としたアンケートを実施。その結果を公表。
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報告書の性格と目次（案）

 部会等の議論をベースとしつつ
も可能な限り委員会としての取
り纏めを図る。

 事故調査の方法論を踏まえ、根
本原因（直接要因と背後要因）
の導出を行い、効果的な対策を
提言する。

 各分野の分析結果に基づきつ
つ、俯瞰的考察を目指す。

 原子力発電所は複雑巨大人工
システム

 多分野の技術を集めた総合性
を認識し、分野間の連携に留
意

1. はじめに

2. 原子力発電所の概要

3. 福島第一原子力発電所における事故の概要

4. 福島第一原子力発電所以外の発電所で起きた事象の概要

5. サイト外で実施された事故時対応

6. 事故の分析評価

i. 事故の分析評価概観

ii. 原子力安全の考え方

iii. 深層防護

iv. プラント設計

v. アクシデントマネジメント

vi. 外的事象(自然災害)への対応

vii. 放射線モニタリングと環境修復活動

viii.解析シュミレーション

ix. 安全規制

x. 緊急事態への準備と対応

xi. 核セキュリティと核物質防護・保障措置

xii. 人材・ヒューマンファクター

xiii.国際社会との関係

xiv.情報・知識の共有化、統合化

7. 事故の背景となった原子力安全体制の分析

8. 事故で明らかとなった課題と教訓

9. 現在進行している事故後の対応

6

学会事故調における主な論点

（１） 深層防護の考え方とリスク：

深層防護： 不確かさに対する備え

リスク： ゼロにはならない

（２） 外的ハザードへの対応：

より幅広い自然災害への対応が必要

（３） シビアアクシデントマネジメントの重要性：

あらゆる事象を検討し、教育訓練を行う

（４） 緊急事態への備えと対策：

緊急時避難は予め計画を立案し定めて、手順に従い実施する。

（５） 環境と除染：

除染は難しい課題を多く抱えている。国が方針を示す必要がある。

（６） 学術界の責務：

原子力災害を防げなかった要因を明らかにし、対応策を提言する。
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論点(1) 深層防護の考え方とリスク
○深層防護とは、万全としたはずである安全対策の不確かさに対する備えである。

○リスクはゼロにはならないが、リスクを社会が許容できるレベル以下にする。安全の目的の

達成度を確認し、シビアアクシデントの発生を防止し、人と環境への被害を抑制する。

「一つの対策では防げない不確実な事柄に対して、別の対策により防護策全体の信頼

性を高めるために適用される多層の対応策」が深層防護の考え方である。

多重障壁とは異なる。

マネージメントなどの

ソフトにおける多重対策

8

論点(2) 外的ハザードへの対応
設計基準を超過する外的ハザードに対する備えとしての安全余裕と深層防護による設計など

を合わせて対処する仕組みとする。より幅広い自然災害への対応が必要である。

○原子力安全を確保する深層防護の5層の考え方のうち第3層（設計基準事象）までに
おいて、設計で想定する津波高さの設定に課題があった 。

リスクを指標として、

①内的、外的事象、内的・外的事象の重畳

事象（シナリオで予測し得る事象）、

②安全機能の重大な喪失（シナリオでの予

測が困難な事象）、

③その他の低頻度・高影響事象の3カテゴ

リーに分類して影響を評価。

①については、マニュアルを整備し、ハード、

ソフト両面で対策を実施。

②については、主にソフトで対策し、可搬式

機器等のハード対応も併用。

③については、ソフトで対策し、教育・訓練

の一環としてブレーンストーミング等で危機

意識の啓蒙、対応能力の向上を図る。
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論点(3) シビアアクシデントマネジメントの重要性

事故シナリオに依存することなく、あらゆる事象を検討し、教育訓練を行うことで発電所のマネ

ジメント能力を高める。

 内的事象に対するPRAをベースとしたAMに留まっていた。
→ 内的事象の設定シナリオだけでなく、外的事象、内的事象と外的事象

の重畳事象等の考慮が必要(継続的改善）。

 発生確率の小さい事象はソースタームが大きくても考慮していなかっ た。
→ 複数プラント、社会インフラ等に影響を及ぼす大規模な損傷、シナリオ

を超える事象についても考慮が必要(事象想定と対策）。

 安全機能の重大な喪失を想定した対策が取られていなかった。
→ 津波に伴う長時間の電源喪失、最終ヒートシンク機能喪失等の広範囲

の従属故障の発生、対策の考慮が必要(事象想定と対策）。

 AMに対する教育・訓練が十分ではなかった。
→ ハードウェアを補う教育・訓練を含むソフトウェアの整備等、柔軟な

マネジメント策の準備が必要(教育･訓練の充実）。

 SAに対する規格基準類が整備されていなかった。
→ 上記の要求を満足する規格基準類の整備が必要(継続的改善）。

10

論点(4) 緊急事態への備えと対策
緊急時避難は予め計画を定めて、手順に従い実施する。現場や地域を中心とした体制を構築

１．基本的考え方の改善策

１）緊急時計画は事故が起きることを想定した計画に改める

２）サイト外からの事故の影響緩和対策を準備する

３）緊急時計画は複合災害や発生確率の低い事象も想定する

２．緊急事態計画の実効性向上の改善策

１）演習と訓練を実施する

２）緊急事態計画ではハード、ソフトの代替案を準備する

３．避難に関する改善策

１）初期避難の判断基準をあらかじめ準備しておく

２）避難と移転は安全に実行可能な場合に限定する

３）住民の避難計画は長期化した場合を想定した計画を準備する

４．飲食物の防護措置に関する改善策

１）緊急時の初期段階における飲食物に関する制限基準を準備する

２）飲食物に対する防護処置は国際的な調和を考慮する

５．その他

１）緊急時計画の国際的ガイダンスを作成する

6
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論点(5) 環境と除染
除染は難しい課題を多く抱えている。学術的視点を取り入れて俯瞰的に、且つ住民の暮らしに

合わせて環境修復を進める。そのための方針も国が早く示す必要がある。

課題（１） 放射性廃棄物の性状把握・物量評価を2014年までに、処分概念を2017年までに構築

・解決策

１） 分析体制を早急に整備・増強する。

２） 分析により、従来の統計的な措置の導入の可能性の可否を見極める。

課題（２） 増え続ける放射性廃棄物の合理的な管理

・解決策

1） 当面の措置として、廃棄物管理について配置も含めた効率的・合理的に行う事を優先して

対処の可否の検討を行う。(当面の間、敷地境界線量限度値の制限解除は可能か)

課題（３） 多核種除去装置の導入により多量の汚染水二次廃棄物が発生するが、性状把握が困難

・解決策

１） 二次廃棄物の性状・インベントリ-の把握ができる構造(サンプリング)とすること。

 「中長期ロードマップ」の策定、見直しに際は、一歩一歩着実に前進する慎重さで臨

むことが必要である。無理な工程による失望感を避ける必要がある。

 原子力学会は、事故調査委員会の活動終了後も長期に亘り、技術的検討を継続す

る体制を整えるべきである。

12

論点(6) 学術界の責務
学会は学術に取組む組織の一つとして、自らの組織的・社会的な問題点とも向き合い、原子

力災害を防げなかった要因を明らかにして、組織として必要な改革を提言する。また、安全基

盤となるコミュニケーションの課題も検討されている。

１） 学会が果たすべき責務の再認識

２） 学会における自由な議論

３） 安全研究の強化

４） 学際的取り組みの強化

５） 安全規制 の継続的改善への貢献

日本原子力学会 は、学問の自由の下に、特定の権威や組織の利害から独

立して自らの専門的な判断により真理を探究するという権利を享受すると共

に、専門家として社会の負託に応える重大な責務を有する。特に、科学活

動 とその成果が広大で深遠な影響を人類に与える現代において、社会は科

学者が常に倫理的な判断と行動を為すことを求めている。また、政策や世論

の形成過程で科学が果たすべき役割に対する社会的要請も存在する。
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最後に

◎材料部会/水科学部会の「学会事故調」における役割

講演２．材料及び構造健全性（材料部会執筆部分報告） （阿部弘亨氏）

講演３．圧力容器/格納容器の長期安定保管（材料/水化学部会執筆部分） （中野純一氏）

講演４．使用済燃料及びプールの長期安定保管（材料/水化学部会執筆部分） （本岡隆文氏）

○ 専門家による「事故調」として、原子力学会が取り組んできた「学会事故

調」は、最終報告書の完成に向けて、そのまとめの段階にある。学会事

故調に相応しい分析評価と熟議により、これまでの事故調とは、趣の異

なった内容になっている。

○ 直接要因と背後要因の分析・評価結果は、根本的な問題解決に向けて、

功を奏すると期待されるが、分析結果が一般的な提言に止まることなく、

具体的な提言となることが期待されている。

○ 学会事故調の提言が活かされるような「しくみ」が不可欠である。

14

事故調最終報告書（案） ９月２日（建築学会）

・福島第１原発:事前の対策に不備 原子力学会が最終報告案（毎日新聞2013年09月02日）

・除染見直し、海洋放出提言＝汚染水トリチウム薄めて（時事2013/09/02-16:23）

・汚染水放出、トリチウム薄める必要…原子力学会（2013年9月2日18時07分 読売新聞）

・汚染水内トリチウム、希釈放出を 学会事故調が報告書案（共同通信 2013/09/02 21:20）

・事故原因「津波の浸水」原子力学会、最終報告書案概要（産経2013.9.2 22:05）

・電源ありきの設計誤り 学会事故調が最終報告案（毎日新聞2013年09月02日東京夕刊）

・原子力学会:「原発事故に責任」最終報告書案（毎日新聞2013年09月02日23時21分）

・個人線量目安の除染作業を提言（毎日新聞2013年09月03日）

・原子力学会「ＳＰＥＥＤＩ活用検討を」（NHK9月3日 6時23分）

・「トリチウム、薄めて海へ流すべき」 汚染水で学会見解（朝日９月３日）

・「汚染水を薄めて海に放出」原子力学会が提案（テレビ朝日09/03 02:00)

・リスクの全体像把握を 原子力学会 福島事故、報告書抜粋（電気新聞９月３日）

8
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材料部会企画セッション
「福島第一原発事故に関連する材料諸問題」

日本原子力学会2013年秋の大会
2013.09.03-05, 八戸工業大学

東北大学 金属材料研究所

阿部弘亨

執筆にご協力を頂いた方々

庄子先生、木村先生、室賀先生、渡辺（豊）先生、渡辺（英）先生、

JAEA塚田様、CRIEPI太田様、日立GE茂中様、NFD鹿野様、中電釘本様

講演２

材料及び構造健全性に係る検討
（事故調査報告書材料部会執筆部分の概要）

22

はじめに

学会事故調の目的

 東京電力福島第一原子力発電所事故とそれに伴う原子力災害の実態を科
学的・専門的視点から分析し、その背景と根本原因を明らかにするとと
もに、原子力安全の確保と継続的な安全性の向上を達成するための方策
及び基本となる安全の考え方を提言する

 学会自らの組織的・社会的な問題点とも向き合い、原子力災害を防げな
かった要因を明らかにして、必要な改革を提言する

 材料科学、材料工学的視点に立った事故分析、ならびに現在の課題、今
後生じ得る課題の提言

http://www.aesj.or.jp/jikocho/index.html

9
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報告書の構成

1.はじめに
2.原子力発電所の概要
3.福島第一原子力発電所におけ
る事故の概要

4.福島第一原子力発電所以外の
発電所で起きた事象の概要

5.サイト外で実施された事故時
対応

6.事故の分析評価
7.事故の背景となった原子力安
全体制の分析

8.事故で明らかとなった課題と
教訓

9.現在進行している事故後の対
応

6.1 事故の分析概観
6.2 原子力安全の考え方
6.3 深層防護
6.4 プラントの安全設計
6.5 アクシデントマネジメント
6.6 外的事象(自然災害)への対応
6.7 放射能、放射線測定
6.8 放射線モニタリングと環境修

復活動
6.9 解析シミュレーション
6.10 安全規制
6.11 緊急事態への準備と対応
6.12 核セキュリティと核物質防護

・保障措置
6.13 人材・ヒューマンファクター
6.14 国際社会との関係
6.15 情報・知識の共有化、統合化

6.4.1 安全設計に関する課題
6.4.2 IC/RCICに係る問題の

分析
6.4.3 材料及び構造健全性
6.4.4 長期運転プラントの安

全性
6.4.5 運転経験の設計への反

映、設備の経年変化
6.4.5 バックフィットの考え

方と継続的安全向上

9.1 事故収束
9.2 汚染水の浄化処理
9.3 破損燃料について
9.4 事故炉の廃止措置と放射性廃

棄物の処理処分
9.5 RPV、PCV他の長期保管に関す

る提言
9.6 住民と従事者の長期的健康管

理等

9.5.1 現状、課題、対応策
9.5.2 使用済燃料の長期安定

保管に関する提言
9.5.3 RPV、PCVの長期安定保

管に関する提言

※水化学部会が主体

44

担当箇所の執筆に当たっての考え方

今回の原子炉事故においては、炉心の著しい損傷と溶融、そして冷却の

ための海水注入など、原子炉材料としては想定を超える事態に達した。現

状では詳細な現場立ち入り調査は不可能で、材料学の観点では結論を出せ

る段階にはない。しかし、事故後に実施された様々な模擬実験や検討、他

の原子炉で発生した参考事象、さらに米国スリーマイル島原子力発電所2号

機事故の知見等を踏まえて、今回の事故により構成材料に生じた現象とそ

の影響を予想し、現時点での理解を整理することができる。結論を先に述

べると、定性的にはある程度理解されるが確度は低いもの、あるいは全く

理解できていないものが大半であって、これらは将来の事故調査に当たっ

て検討されるべき課題である。

以上を踏まえて本節においては、事故時および冷温停止後の材料挙動を

予測し、材料学的な課題を抽出することとした。そして現在までに実施さ

れている種々の模擬実験を利用した研究の概要、および浜岡原子力発電所5

号機で発生した海水流入事象から抽出された知見について記述する。

10
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事象の整理

本節では事故進展に伴い材料が被った事象と材料そのものの変化を整理

し、その中から知見に乏しく課題となると予測されるものを抽出する。

事故進展を以下のように分類した。

(1)炉心損傷前、

(2)炉心損傷後圧力容器破損前、

(3)圧力容器破損後格納容器機能喪失前、

(4)格納容器機能喪失後および冷温停止後、

(5)使用済燃料プール

これらの分類に基づいて、次ページに材料学的観点での課題を整理した。

抽出された課題には、既に十分な知見が得られているものも含まれている

が、多くはTMI事故を教訓とした予測であり、科学的な確認が必要である。

尚、燃料や溶融燃料に関する事象や課題は9章に記述されるため本節では割

愛したが、炉心材料と関連する箇所はリストに残した。

[6.4.3.1]原子力学会安全対策高度化技術検討特別専門委員会 http://www.aesj.or.jp/special/senmon.html

66

課題の整理 (1)炉心損傷前

(1)炉心損傷前 材料学的課題

【被覆管】 事故炉の材料学的検分。サンプル採取と分析による事象

進展の解明（温度履歴等）。事故発生時点での燃料の履

歴（照射劣化、酸化、水素化、燃料棒内圧、FP蓄積量

等）と破損との関係の解明。破損個所近傍での集中的な

水素脆化とその進展が燃料棒全体の破損に及ぼす影響。

水質やクラッドの影響の解明

【集合体】 燃料露出時の被覆管温度の評価（履歴および最高温度）。

水蒸気による気相腐食と水素化。集合体のクリープ変形

による被覆管の膨れ等の評価。塩析出等による流路閉塞

や伝熱劣化の影響の評価

【炉容器】 圧力容器や炉心材料の気相腐食、高温腐食の評価。破損

に伴う燃料放出による圧力バウンダリへの影響評価

【格納容器】 格納容器材料の高温物性データベースの構築

【配管】 地震影響の検証

11
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課題の整理 (2)炉心損傷後、RPV破損前

(2)炉心損傷後

RPV破損前
材料学的課題

【燃料】 非常用炉心冷却系の性能評価基準（1200℃、15%ECR）を

超えかつ溶融に至るまでの条件における挙動（被覆管の

閉じ込め機能の温度と時間の限界、水蒸気腐食条件下で

のクリープ破断など）の解明

【炉内構造物】 ステンレス、ジルカロイ、制御材、燃料等材料間の反応

のうち、特に高温水蒸気環境かつ過渡的非平衡状態にお

ける多成分系状態図の取得。制御棒崩落事象と燃料溶融

に関する材料学的解明

【炉容器】 原子炉容器破損形態の特定。ガスケットの高温破損。溶

融炉心と圧力容器の相互作用。スリーマイル島原子力発

電所2号機事故の知見を活用した原子炉容器下部ヘッドの

破損挙動解明。高温海水蒸気腐食

【配管】 地震影響の確認

88

課題の整理 (3)格納容器機能喪失前、RPV破損後

(3)格納容器機能喪失

前、RPV破損後
材料学的課題

【FPの移行】 損傷炉心から注入水を経由して格納容器外に流出した

と考えられ、溶融燃料から水相へのFPの移行挙動の解

明

【格納容器】 過温対策シール材の挙動。ジェットインピンジメント

による侵食（溶融ジェットが構造体に衝突する場合に

構造体を溶融侵食する現象）と格納容器破損との関係

【コンクリート】 コンクリート侵食に伴うガス発生と浸水、対流熱伝達

率の増加、溶融デブリの流動物性の影響。

【冷却】 ペデスタルにおける溶融炉心物質と冷却水との熱的相

互作用

12
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課題の整理 (4)格納容器機能喪失後および停止後

(4)格納容器機能喪失

後および停止後
材料学的課題

【溶融燃料】 海水腐食の評価。LOCA後の燃料の長期冷却性の評価

（日本では基準がない）

【構造材料】 海水腐食の評価

【コンクリート】 海水による浸食ならびに腐食の評価

1010

課題の整理 (5)使用済燃料プール、(6)全体

(5)使用済燃料プール 材料学的課題

【溶融燃料】 【燃料】燃料棒の破損挙動（バルーニング、燃料ペ

レット分散挙動、など）と海水による腐食評価。使用

済燃料の取りだし時の瓦礫等による燃料の損傷に関す

る検討と対策。現行再処理施設の取扱い制限を超える

燃料の取扱い

【構造材料】 【ラック】海水腐食の評価

(6)全体 材料学的課題

【事故解析】 事故プラントからの遠隔操作による試料サンプリングと分

析試験

13
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各事象に対する検討 （１）地震の直接影響

旧保安院高経年化技術評価意見聴取会や原子力学会安全部会における検
討において地震の影響が調べられている。意見聴取会資料や安全部会報告
書によると、福島第一原子力発電所の2号機、3号機、5号機において東西方
向の最大加速度が基準地震動Ssを約25%上回ったが、それ以外は基準地震動
以下であったとされる。この事象が高経年化プラントに与える影響、すな
わち地震による直接破損の可能性が検討された。事故以前に実施された高
経年化技術評価から地震発生時点までの劣化を予測し、原子炉圧力容器鋼
の照射脆化、再循環系ポンプ出口弁等の低サイクル疲労、配管減肉などの
高経年化に伴う材料劣化事象に対し、3月11日の地震動の影響が検討され、
事故の発生および拡大の起因になったと疑われる要素は見出されないと評
価されている。高経年化技術評価等に基づいた評価は妥当なものと考えら
れるが、将来的には立ち入り調査による直接確認作業が必要である。

[6.4.3.3] 保安院第一回高経年化技術評価意見聴取会資料3-3(2011年11月)

[6.4.3.4] 日本原子力学会原子力安全部会「福島第一原子力発電所の事故に関するセミナー」報告書(2013年3月)

[6.4.3.5] 保安院第三回高経年化技術評価意見聴取会資料2-1、2-2、4(2011年12月)

[6.4.3.6] 保安院第三回高経年化技術評価意見聴取会資料4～6(2011年12月)

1212

各事象に対する検討 （２）事故時の材料挙動

1F事故では、燃料集合体が冷却材から露出してから注水が再開されるま
でに約6時間から14時間を要したとされており、1号機から3号機において多
くの燃料が溶融した可能性が高く、溶融した燃料の一部は圧力容器を貫通
し格納容器内に落下したと考えられている。シビアアクシデント時には原
子炉内では様々な現象が起こるが（図6.4.3.1）、現時点では燃料デブリの
分布や原子炉炉心の破損など炉内の状況は把握できていない。燃料デブリ
の取出しを効率的かつ確実に行うためには、燃料デブリの分布を含む炉内
状況の推定が必要である。そこで独立行政法人日本原子力研究開発機構で
は、炉内状況把握をサポートするために、事故の解析技術を高度化するこ
ととし熱水力挙動、燃料損傷及び溶融進展、圧力容器下部ヘッド破損、解
析コードを用いた事故の解析を進めている（図 6.4.3.2）。

（２ａ）事故時の熱水力挙動に関する研究開発

（２ｂ）燃料損傷及び溶融進展に関する研究開発

（２ｃ）圧力容器下部ヘッド破損挙動に関する研究開発

（２ｄ）解析コードを用いた事故の解析
[6.4.3.7] 独立行政法人日本原子力研究開発機構;「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置技術に係る原子力機構の
取組み（2012年版）」
http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat05/index.html
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各事象に対する検討 （３）海水混入の影響

（３ａ）福島第一原子力発電所腐食対策検討会での検討

（３ｂ）冷温停止前の高温海水中における圧力容器鋼、格納容器鋼の腐食

（３ｃ）原子炉容器・燃料集合体等への海水注入の影響把握

（３ｄ）浜岡原子力発電所５号機復水器細管損傷の影響について

（３ｅ）希薄海水中におけるステンレス鋼のすきま腐食挙動評価

→福島第一への知見の展開

[6.4.3.8] http://criepi.denken.or.jp/result/pub/annual/FY2011/P96-P97_kiban8.pdf

[6.4.3.9] 独立行政法人日本原子力研究開発機構;「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置技術に係る原子力機構の
取組み（2012年版）http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat05/index.html

[6.4.3.10] 本岡、佐藤、山本、日本原子力学会和文論文誌、11 (2012) 249-254.

[6.4.3.11] 端、塙、笠原、室屋、勝村、日本原子力学会「2012 年秋の大会」予稿集；CD-ROM、 講演番号K04

[6.4.3.12] 本岡、佐藤、塚田、山本、日本原子力学会「2013年春の年会」予稿集；CD-ROM、 講演番号F47

[6.4.3.13] 中野、塚田、日本原子力学会「2013年秋の大会」発表予定

[6.4.3.14] 日本工業規格「ステンレス鋼の腐食すきま再不動態化電位測定方法」JIS G0592、(財)日本規格協会、2002年.

[6.4.3.15] M. Akashi、 G. Nakayama、 T. Fukuda、 Corrosion98、 Paper158 (1998).

[6.4.3.16] 崎谷 美茶、 松橋 亮、 松橋 透、 高橋 明彦、 材料と環境、 58 (2009) 378.
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本節のまとめ

事故時および冷温停止後の種々の事象進展に対応させて材料学的な観点
から課題を整理した。これまでの種々の検討結果から地震の直接影響は小
さいと思われるが、現場調査による確認は必要である。海水混入事象につ
いては、他の炉の知見に加えて、事故後の短期間に高温海水腐食等に関す
る研究が進展しており、進行中の研究も含めて概略をまとめた。また、本
節には個別記載はしていないものの、冷温停止後の特定原子力施設の保全
に関し、材料学的な視点からLOCA後の炉心の長期冷却性や耐震性、事故炉、
使用済燃料プールや廃液タンク、除染装置類の腐食など課題は多い。
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材料部会セッション
「福島第一原発事故に関連する材料諸問題」

圧力容器/格納容器の長期安定保管

日本原子力研究開発機構
原科研福島技術開発特別チーム

中野 純一

平成25年9月3日

八戸工業大学

はじめに –現状-
 福島第一原子力発電所（1F）1～3号機の圧力容器（RPV）内では、事故時の燃料の

溶融が起こり、その一部はRPV下部ヘッドから格納容器（PCV）内の圧力容器ペデス
タルへ落下したと推定されている。

 １F1～3号機のRPV、PCV内の温度は、現在ほぼ安定的に50℃程度で維持されてい
る。ただし、循環注水冷却システムはRPVからPCV、タービン建屋に漏えいした汚染
水をセシウム・塩分除去後に再利用している状態である。

1

 廃止措置では、炉内からの燃料デブリ取
出し終了までの長期間、RPV、PCVに新

たな損傷が生じることを防止し、それらを
安定的に保管することが重要である。

 RPV、PCVの容器鋼材は今後も長期に亘
り希釈海水環境に曝されると想定される。

 容器鋼材（RPV：低合金鋼、PCV：炭素鋼）

に腐食が発生し、放射性物質の漏えいや
腐食減肉等による構造強度及び耐震性の
低下の起こることが懸念される。

 循環注水冷却系の配管に腐食損傷が生じ
た場合には、炉内の燃料、燃料デブリの冷
却が中断される可能性も懸念される。 出典：原子力機構「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止

措置技術に係る原子力機構の取組み」2012年版, P.15

過酷事故時の原子炉内現象
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 RPV、PCVの構造強度、耐震性の維持が重要であり、そのため構造材料の腐

食損傷の発生を予測・防止することが、燃料デブリ取り出し完了まで必要であ
る。

燃料デブリ取出し作業のため、PCV漏えい個所を補修後にRPV、PCVを冠水
させるが、それにより総重量が増加するPCVの耐震性確保が重要である。

 RPVの耐震性保持に関して具体的には、RPV支持スカートをペデスタルへ固
定している基礎ボルトやRPVスタビライザーの損傷防止、RPVペデスタルのコ
ンクリート及び鉄筋の劣化と耐震性への影響を評価することが重要である。

海水由来の成分を含む水環境及び高線量の放射線に同時に晒された各種の
金属材料の劣化・損傷について、その予測を可能とし必要に応じて防止・抑制
する方策が必要となる。

 RPV、PCV内部調査の結果を各種腐食試験等の条件へ的確に反映させ、長
期保管中の材料劣化の予測精度を向上させることが重要である。

海水成分と放射線の重畳効果について予測を可能とし、その環境でも有効な
腐食抑制策の検討・検証を急ぐことが必要。また、事故直後の高温及び高濃
度な塩化物イオンが材料に与えた影響の評価が必要である。

2

はじめに －課題－

RPV/PCVの長期保管に係る課題

区 分 課 題

圧力容器（RPV）の損傷防止

圧力容器の内部環境（水質、放射線レベル等）の推定

過酷事故の容器鋼（金属組織、強度等）への影響評価

腐食・材質劣化が構造強度・耐震性に与える影響評価

RPVペデスタルの損傷防止
コンクリート内鉄筋の腐食抑制策、コンクリートの強度低下推
定方法（模擬試験等）、構造強度・耐震性評価

格納容器（PCV）の損傷防止

格納容器の内部環境（水質、放射線レベル等）の推定

格納容器内への腐食抑制策適用（防錆剤添加など）

腐食・材質劣化が構造強度・耐震性に与える影響評価

注水冷却系配管の損傷防止 配管材料（炭素鋼、ステンレス鋼）の腐食評価・抑制策

長期安定保管に係る基礎的検
討

事故直後の高温・海水がRPV/PCV鋼に与えた影響評価

炉内放射線が腐食等に与える影響に関する基礎研究

長期間の材料劣化予測法の検討（加速試験妥当性の検討）

燃料デブリ近傍におけるRPV/PCV鋼劣化モードの検討

3
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政府・東電中長期対策個別プロジェクトと研究計画

「政府・東京電力中長期対策会議」は平成２５年２月８日廃止され「東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進会議」が設置された。

4

東京電力福島第一原子力発電所1～4号機は、冷温停止状態を達成し、放射性物質の放出
が抑制されているが、廃止措置終了までには長期間を要するとともに、その完了までにはこ
れまでに経験したことのない多くの課題を解決していく必要がある。

5
１F1～4号機の廃止措置等に向けたロードマップ

出典：原子力機構「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置技術に係る原子力機構の取組み」2012年版
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１F腐食対策の課題への対応
－ JAEAにおける対応の状況 －

6

（３）海水成分を含む水の放射線分解の検討

（１）圧力容器/格納容器の長期保管に向けて

（２）燃料集合体の長期保管に向けて

参考資料：

原子力機構「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置技術に係る原子力機構の取組み」

2012年版、http://www.jaea.go.jp/fukushima/pdf/20121206-02.pdf

7

（３）圧力容器/格納容器の長期保管に向けて

 RPV/PCVおよび原子炉ペデス
タルは、今後も長期間に亘り希
釈海水環境に曝されると想定さ
れ、その間に腐食進行による容
器壁の減肉や割れの発生によ
り構造強度の低下を生じる可能
性が懸念される。

事故時に格納容器内に飛散し
たFP及び落下した燃料デブリに
より、RPV/PCV鋼材は高レベ
ルの放射線に曝されているため、
腐食が局部的に加速される可
能性もある。

最重要は構造強度の維持と耐
震性の確保であり、そのため腐
食を抑制する方策を講じること
が必要である。

[1] Aging and life extension of major light water reactor components, INEL (1993)

BWR Mark‐Iの断面図[1]

圧力容器

低合金鋼
(SQV2A等)

炉内構造材

ステンレス鋼
(SUS316L)

格納容器

炭素鋼
(SGV49等)

圧力抑制室
炭素鋼

伸張ベローズ

ステンレス鋼
(SUS304)
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8事故により材料が経験した状態（PCV内温度）

0
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200

300

400

3/17 4/14 5/12 6/9 7/7 8/4 9/1 9/29 10/27

月日

温
度

 (
℃

)

給水ﾉｽﾞﾙ N4B 温度  RPV 底部ﾍｯﾄﾞ上部 圧力容器下部温度

D/W HVH戻り温度 S/Cプール水温度A S/Cプール水温度B

1F-3号機　各測定点での温度

D/W内の最高温度
197℃

出典：東京電力(株)ホームページ
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給水ノズルN4B（終端） 圧力容器下部
CRDハウジング上部 D/W HVH戻り（ HVH-12C）
S/Cプール水温度A S/Cプール水温度B

1F-1号機 各測定点での温度

0

100

200

300

400

3/17 4/14 5/12 6/9 7/7 8/4 9/1 9/29 10/27

月日
温

度
 (

℃
)

給水ノズル　N-4B 温度 圧力容器支持スカート上部温度

圧力容器ドレンパイプ 上部温度 D/W HVH戻り温度(HVH-16A)

S/Cプール水温度A S/Cプール水温度B

1F-2号機 各測定点での温度

1F-3号機

1F-1号機

1F-2号機

 ドライウェル(格納容器)内の最高温度は約200℃
 100℃以上の期間が約6ケ月継続した。
 PCV内は40～50℃の状態が継続すると推定

最高試験温度：200℃

海水注入期間と注入量[2]

9

2号機原子炉建屋三角
コーナー滞留水：50ppm
(2012年6月28日採取)[3]

高レベル滞留水の塩化物イオン濃度測定結果[1]

 腐食試験における塩化物イオン濃度は1000ppm以下が妥当と判断

事故により材料が経験した状態（塩化物イオン濃度）

[1] 東京電力(株)ホームページ, 原子力>福島第一・第二原子力発電所の状況 (http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima‐np/images/handouts_110522_04‐j.pdf)
福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含むたまり水の貯蔵および処理の状況について(第3報～第108報), 東京電力(株),  平成23年7月13日

～平成25年7月17日
[2]原子力安全に関するIAEA閣僚会議に対する日本国政府の報告書原子力災害対策本部、平成23年6月
[3]福島第一原子力発電所2号機原子炉建屋地下階の滞留水サンプリング結果について, 東京電力(株), 平成24年6月29日

16,000ppm

280ppm
(2013/8/13)

海水注入期間 海水注入量

1号機 3/12 19:04~3/25 15:37 約2,842m3

2号機 3/14 19:54~3/26終了時不明 約9,197m3

3号機 3/13 13:12~3/25 18:02 約4,495m3

計16,534m3
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10
事故により材料が経験した状態（放射線）

出典：「2号機原子炉格納容器)内部調査（2回目）について」, 東京電力(株),  平成24年3月28日

 ガンマ線量率：数kGy/hでの照射試験が加速条件として妥当と判断

ガンマ線照射下腐食試験の方法
11

ガンマ線照射下腐食試験装置
フラスコ内試験片配置

水質： 200倍希釈人工海水（塩化物イオン濃度：約100ppm)
温度： 50℃、80℃
浸漬時間： 50h 、 100h、 500h
ガンマ線量率： 0.2kGy/h、4.4kGy/h

腐食試験条件：

21



ガンマ線照射下腐食試験結果の例
12

試験前後の試験片写真（格納容器鋼）

試験条件：
200倍希釈人工海水
50℃、50h浸漬、密閉系
ガンマ線50h照射
吸収線量率：4.4kGy/h

ガンマ線照射下腐食試験結果
13

腐食減量に与える照射の影響

 線量率が低い場合（実機内測定値の数倍）は、照射による増加はほとんど無い
 高線量率で照射した場合は、非照射の腐食減量に比べ2倍弱の増加
 ただし、その場合の線量率は実機内測定値の約100倍と高い
 腐食減量から計算した１年間の減肉量（mm）を非照射の文献データと比較
 照射データ（50℃）と文献データ（40℃）の間に大きな差は見られない

出典：腐食防食協会編
“金属の腐食・防食Q&Aコロ―ジョン110番”、丸善、(1988)

（格納容器鋼）
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現在までの知見と今後の課題
14

 圧力容器と格納容器の鋼材について、ガンマ線照射下で50℃、
200倍希釈人工海水中において500時間までの腐食試験を実施し
た。

 線量率が低い場合（実機格納容器内で実測された線量率の数倍）
には、照射による腐食減量の増加はほとんど見られなかった。

 高線量率（実機格納容器内実測値の約100倍）で照射した場合の
腐食減量は、非照射の場合に比べ2倍弱の増加となった。

今後の課題：

 格納容器内の腐食抑制策（防錆剤添加等）に対する放射線の
影響評価

 事故直後の高温状態が鋼材の腐食・強度に与えた影響評価

 異種金属接触部やすき間部における腐食加速の可能性検討

 容器内に落下した燃料デブリの存在が腐食に与える影響の推
定（放射線、溶出核種の影響等）

まとめ

15

 JAEAでは、格納容器/圧力容器に用いられる金属材料の腐食に対す
る放射線と海水成分の影響について、ガンマ線照射下試験により検
討して来た。

 これまでに検討した条件では、格納容器内の放射線環境下で、腐食
が照射影響により大きく加速される可能性は低いと考えられる。ただ
し、落下したコンクリート瓦礫や燃料デブリにより環境が局所的に特
殊となる条件について今後検討する必要がある。

 今後さらに、1Fプラントの格納容器/圧力容器内部調査結果を各種試
験及び解析評価に適宜反映させ、長期安定保管中の材料劣化の予
測精度向上に資する必要がある。

 事故直後の高温の影響、現在の局所的な各所水質と放射線の影響
を検討する必要がある。

 高線量率の放射線環境においても有効かつ継続的に効果のある腐
食抑制策の検討・検証及び現場への適用が急務である。
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